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ものづくり・商業・サービス補助金事務局

（全国中小企業団体中央会）

※中小企業による経営革新のための設備投資等を支援する〔一般型〕とは異なり、
本類型は、中小企業の革新的な事業計画策定を支援する民間サービスが

対象となりますので、ご注意ください。
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１．本事業の目的と事業内容

【事業目的】 【事業内容】

中小企業によるイノベーション創出を後押しするため
には、従来のものづくり・商業・サービス補助金のよう
な事業計画の実行支援のみならず、その事業計画自体に
斬新なアイデア、革新的なビジネスモデルが含まれてい
ることが必要です。

本事業により、民間サービスとして継続的に中小企業
のビジネスモデル構築・事業計画策定を支援する、拡張
可能な先駆的プログラムの立ち上げを後押し、中小企業
が持続的に経営革新に取り組んでいける「イノベーショ
ン・エコシステム」を構築します。

（参考）ものづくり補助金の他の類型との関係性

一般型・グローバル展開型

・革新的な事業計画実行
のための設備投資等

に対する補助
（事業実行プロセス）

・中小企業個社に対する
「点」の支援

ビジネスモデル構築型

・革新的な事業計画策定
のための支援プログラム

に対する補助
（事業創造プロセス）

・複数の中小企業を束ね
て支援する「面」の支援

相乗効果によって、中小企業の付加価値向上を実現

中小企業が①革新性、②拡張性、③持続性、を有する
ビジネスモデルを構築できるよう、30者以上の中小企業
を支援するプログラムの開発・提供を補助します。条件
は以下のとおりです。

○補助上限 １億円 （下限 100万円）
○補助率 ・大企業※1の場合 1/2

・それ以外の法人 2/3
○事業期間 交付決定日から10ヶ月以内
○補助要件
・中小企業※２30者以上※３に対して、以下を満たす３～５
年の事業計画の策定支援プログラム※４を開発・提供す
ること。

①付加価値額 ＋３％以上／年
②給与支給総額 ＋１．５％以上／年
③事業場内最低賃金≧地域別最低賃金＋３０円

・補助事業終了後１年で、支援先企業の80%以上が事業計
画を実行※５できるプログラム内容であること。

※１ 本事業における大企業の定義については別紙「よくあるご質問」を参照ください。なお、み
なし大企業及び応募申請時点で確定している（申告済みの）直近過去３年分の各年又は各事業
年度の課税所得の年平均額が15億円を超える場合は、大企業として扱います。

※２ 本事業の対象とする中小企業は、日本国内に本社を有する中小企業者（「中小企業等経営強
化法」第２条第１項に規定する者）に限ります。

※３ 本事業申請時点で中小企業30者以上が確定している必要はありません。事業開始後に募集可
能です。ただし、補助事業終了時点で、実際に事業計画の策定に至った中小企業数が30者に達
しない場合は、補助金を全額受けられない場合がございますので、ご注意ください。

※４ 成果物となる事業計画書の分量・様式は自由で、フレームワーク等を用いることも可能です。
なお、補助金の申請書作成代行・ノウハウ提供を主たる目的とした事業は対象外です。

※５ 中小企業が策定した事業計画の実行に繋げることが目的であり、ものづくり補助金・一般型
や他の生産性革命推進事業（IT導入補助金等）を活用することに限りません。補助事業者には、
補助事業終了後1年時点に事業成果の報告を求めます。
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B. デザイン経営実践支援
（デザイン経営による中小企
業の事業革新等を支援するプ

ログラム）

A. 面的デジタル化支援
（中小企業のバックオフィス

業務等のDXを支援する
新規事業等）

C. ロボット導入FS
（ロボットや３Ｄプリンタ等
を用いたビジネスモデル転換

を試行等）

D. 海外展開FS
（海外市場のニーズ調査等に
よる事業開発を支援するプロ

グラム等）

２．補助対象者と想定される取組の例
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○補助対象は、以下のいずれにも該当しない、中小企業の経営革新を
持続的に支援可能な法人です。（法人格を持たない任意団体や地方公
共団体、個人事業主は対象外）

・法人等が、暴力団であるとき又は法人等の役員等が、暴力団員であるとき
・役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目
的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

・役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

・役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係
を有しているとき

・過去２年間で、下請代金法又は独占禁止法（第19条）に関し、勧告以上の措置を受けたとき
・過去に令和元年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ビジネスモデル構
築型）の交付決定を受けているとき

○複数の法人が共同して実施する場合は、代表者を定め、当該代表者
を申請者としてください。補助金の支払いは代表者に対して行いま
すが、共同事業者や支援先中小企業が立て替えた経費を代表者が支
払うことで、これを補助対象とすることが可能※です。

※ 支援先の中小企業が支払う経費は、１者あたり200万円（税込み）を上限とします。

自立可能な
面的支援プログラム

を提供

情報システム構築・
ワークショップ開催・
設備共同試用 等

※補助対象経費は
４ページを参照

前述の補助要件を満たす民間団体等の取組が幅広く対
象となりますが、個社支援ではなく、多くの中小企業が
関与する面的支援が想定されています。（申請内容は、
これらに限定されませんが、あくまで中小企業に対する
支援事業が補助対象です。）



３．補助対象経費（中小企業支援プログラムの実施に必要な以下の経費）
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①人件費

本事業に直接従事する者に対する給与・賃金と
して支払われる経費
※ 補助事業者と雇用契約が結ばれている者（パート労働者
を含む）及び本事業に直接従事する派遣社員が対象。

※ 人件費単価は、補助事業事務処理マニュアルにある実績
単価又は健保等級単価を用いて算出。

※ 本事業に必要な最小限の人件費に限ります。不必要な人
件費が認められた場合、補助対象外とします。

②機械装置・
システム構築費
（備品費）

本事業に必要となる機械装置及び情報システム
の購入・構築・借用に要する経費
※ ３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された
相見積もりを取得している場合には、中古設備も対象。

※ 支援先の中小企業が購入する設備・システムは対象外で
すが、ビジネスモデルの検討のために試用する設備・シス
テムのリース費用や利用料は補助対象とすることは可能。

③旅費

本事業に必要となる旅費（交通費・宿泊料・
日当）及び専門家等に支払われる旅費の実費
※ 旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に
関する基準」（別紙１）の通りとします。

④謝金

本事業の実施のために依頼した外部の専門家
等に謝礼として支払われる経費
※ 専門家の謝金単価は以下の通りとします（消費税抜き）。
・大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師：１日５万
円以下

・大学准教授、技術士、中小企業診断士、ＩＴコーディネー
タ：１日４万円以下

※ 専門家経費支出対象者には、外注費を併せて支出するこ
とはできません。

⑤会議費

事業を行うために必要な会議、講演会、シン
ポジウム等に要する経費（会場借料、機材借
料等）
※ 補助事業者が所有する会議室を使用する等の場合、原則
会場借料は発生しません。

※１ 共同事業者及び支援先中小企業が本事業（事業計画の策定等）に必要な上記①～⑪（支援先中小企業は②～⑩のみ）の経費を立て替え、補助事業期間内に代表者が共同事業者及び支援
先中小企業にこれを委託費として支払った経費は補助対象となります（支援先中小企業の場合は、200万円/者（税込み）を上限とします）。ただし、支援先中小企業が補助事業者によって
提供される製品・サービスを利用・購入する経費については、補助対象外です。

※２ 経理処理の方法は、原則として、経済産業省の補助事業事務処理マニュアルに従います。

⑥消耗品費

事業を行うために必要な物品であって、備品
費に属さないものの購入に関する経費
※ 購入する消耗品等の数量は必要最小限にとどめ、受払簿に
て管理し、補助事業終了時には使い切ることを原則とします。
補助事業終了時点での未使用残存品は補助対象となりません。

⑦広報費

本事業に必要となる広報を実施するための経
費及び印刷製本費として支払われる経費
※ パンフレットやチラシ、ホームページ、ＳＮＳ等の広報媒
体の作成に要する経費及びテキスト等の印刷、製本、購入に
要する経費が対象。

⑧運搬費
運搬料、宅配・郵送料等に要する経費
※ 購入した機械装置等の納品に必要な運搬費については、
「機械装置・システム構築費」に計上してください。

⑨クラウドサー
ビス利用費

クラウドサービス等の利用に関する経費
※ 補助事業のために利用するクラウドサービスやＷＥＢプ
ラットフォーム、サブスクリプションサービスの利用費で
あって、他事業と共有する場合は補助対象となりません。

※ サーバーの領域を借りる費用は、見積書、契約書等で確認
できるもので、補助事業期間中に要する経費のみとなります。
契約期間が補助事業期間を超える場合は、按分等の方式によ
り算出された当該補助事業期間分のみとなります。

※ クラウドサービス利用に付帯する経費についても補助対象
となります（例：ルータ使用料・プロバイダ契約料・通信料
等）。パソコン・タブレット端末・スマートフォンなどの本
体費用は対象となりません。

⑩知的財産権
関連経費

特許・意匠・商標等の知的財産権の取得に要
する弁理士の手続代行費用等の経費
※ 事業成果でない知財や事業期間内に出願を完了しないもの、
出願手数料や審判請求・訴訟費用は補助対象外。

⑪外注費

本事業の一部を外注（請負、委託等）する場
合の経費
※ １者あたりの外注費は補助対象経費総額の２分の１を上限。
※ 外注先との書面による契約の締結が必要。
※ 機械装置等の製作を外注する場合は、「機械装置・システ
ム構築費」に計上してください。



４．申請方法と審査方法
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申請者の基本情報は電子申請システムjGrantsにて、以下の情報を
入力してください。事業計画書等の提出資料は「応募資料登録シス
テム」に掲載してください。いすれの申請には、ＧビズＩＤプライ
ムアカウントの取得が必要です。アカウントの取得には時間を要し
ますので、未取得の方は、お早めに利用登録を行ってください。同
アカウントは、採択後の手続きにおいても活用いただきます。

【申請方法】 【審査方法】

１．基本情報の入力
申請者情報（会社名、所在地、法人ID、担当者、連絡先、事業内容、直近

決算情報等）を記入してください。

２．提出資料

（１）事業計画書（プレゼンテーション資料）
中小企業30者以上に対する支援プログラムの事業計画について、以下のポイント

を含む「プレゼンテーション資料(pdf形式)」を提出ください。

①事業タイトル（ビジョン・ミッション）
②ニーズ・解決したい課題
③支援ターゲットとなる中小企業とその数
④提供する支援プログラムの内容
⑤ビジネスモデルの特徴（革新性、拡張性、持続性）
⑥プログラム実施後の中小企業の事業の自立を促すとともに中小企業の
資金需要をふまえた支援策の内容

⑦事業の実施体制とスケジュール

※様式は自由ですが、タイトル・目次を含めず、A4・20枚以内におさめてください

（２）プレゼンテーション動画

上記（１）の内容を10分以内にまとめた動画を作成のうえ、提出してください。

※動画の画面解像度は、720p(1280×720)以下、300MB以下、ファイル形式はmp4またはmov
形式のいずれかとします。また、プレゼンターは、申請代表企業の代表者又は事業担当者本
人に限ります。

※同一事業を複数者が提出した場合、選考の対象外といたします。

（３）経費内訳（様式）

（４）直近２年間の決算書等

※設立まもなく決算書がない法人は、事業計画書及び収支予算書を添付してください。
※同一の法人による申請は、１件までとします。
※本事業に審査加点用の添付書類はありません。

〇審査項目

①革新性

中小企業の生産性向上を推進する観点から、

・我が国全体において新規性がある取組であるか。
・競合よりも優れたアプローチを提案しているか。
・他社には真似できない優位性を有しているか。

②拡張性

中小企業を相手にした民間サービスとして、

・地域又は業種を超えて、幅広い中小企業が利用で
きる広がりがあるか。

・中小企業の生産性向上の効果が今後も拡大する展
望を持っているか。

・中小企業の自立を促す資金配分となっているか。

③持続性

民間サービスの創出を後押しする観点から、

・資金面・人員面で体制に問題がなく、補助事業終
了後に収益化・自立化することが可能か。

・補助事業終了後に中小企業が自立的にビジネスを
継続できることが見込まれるか。

④政策的意義

補助金を活用して支援する観点から、

・技術開発や構造的課題の解決に貢献し、生産性向
上の効果が幅広く日本経済又は地域経済に波及す
ることが見込まれるか。

・中小企業支援に関する有用な知見・データを得ら
れることが出来るか。

〇加点項目
・パートナーシップ構築宣言を宣言・公表している事業者
（申請締切日時点）

採択案件は、左記で提案された書類等に基づき、有識者等
で構成される審査委員会が以下の観点で総合的に評価し、決
定します。なお、応募締切後に、必要に応じて、提案に関す
るヒアリングを実施する場合があります。申請要件を満たさ
ない場合には、審査を行いません。



５．今後のスケジュール
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令和3年 1月15日（金）17時 公募開始

2月10日（水）17時 申請受付開始

令和3年 3月19日（金）17時 公募締切

5月 採択発表 ※採択者及び不採択者に通知

6月～ 交付決定後、順次事業開始

（事業実施期間：10ヶ月以内）

事業終了後 実績報告、確定検査

補助金の支払い

終了後１年 フォローアップ調査

※今般の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、申請及び事業実施にあたって事業者間での調整が必要
な場合は、対面ではなくウェブ会議等の実施を推奨します。また、感染症の影響が長期化する場合は、採択
事業の開始時期を遅らせる等の相談に柔軟に応じてまいります。



６．補助事業者の義務等
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本事業の交付決定を受けた場合は、以下の条件等を守らなければなりません。

（１）交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更しようとする場合又は本事業を中止、廃止若しくは他に承継させようとする場合には、事前に事務局の承認を
得なければなりません。

（２）本事業を完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日又は事業完了期限日のいずれか早い日までに補助事業実績報告書を提出しなければなりません。
（３）本事業の完了した日の属する会計年度（国の会計年度である４月～３月）の終了後５年間、毎会計年度終了後６０日以内に本補助事業に係る事業化等の状況を事業化状況

（収益状況含む）・知的財産権等報告書により報告するとともに、本事業に関係する調査に協力をしなければなりません。
（４）事業化状況の報告から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定及びその他当該事業の実施結果の他への供与により収益が得られたと認められる場合に

は、受領した補助金の額を上限として収益納付しなければなりません（事業化状況等報告の該当年度の決算が赤字の場合は免除されます）。
（５）取得財産のうち、単価５０万円（税抜き）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処分制限財産）は、処分制限期間内に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に

反する使用、譲渡、交換、貸付け、②担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前にその承認を受けなければなりません。
（６）財産処分する場合、残存簿価相当額または時価（譲渡額）により、当該処分財産に係る補助金額を限度に納付しなければなりません。ただし、補助事業者が、本事業の成果

を活用して実施する事業に使用するために、処分制限財産を生産に転用（財産の所有者の変更を伴わない目的外使用）する場合には、事務局の事前承認を得ることにより転
用による納付義務が免除されます（事業によって得られた収益の納付義務は免除されません）。

（７）交付申請書提出の際、原則、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載してください。
※ 補助事業者が課税事業者（免税事業者及び簡易課税事業者以外）の場合、本事業に係る課税仕入に伴い、消費税及び地方消費税の還付金が発生することになるため、この還付
と補助金交付が重複しないよう、課税仕入の際の消費税及び地方消費税相当額について、原則としてあらかじめ補助対象経費から減額しておくこととします。

※ ただし、以下に掲げる補助事業者にあっては、補助事業の遂行に支障をきたす恐れがあるため、消費税等を補助対象経費に含めて補助金額を算定できるものとします。
① 消費税法における納税義務者とならない補助事業者、② 免税事業者である補助事業者、③ 簡易課税事業者である補助事業者、④ 消費税法別表第3 に掲げる法人の補助事業者、
⑤ 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から消費税仕入控除税額確定後の返還を選択する補助事業者
（８）補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交付年度終了後５年間保存しなければなりません。
（９）補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは速やかに遂行状況報告書を作成し、事務局に提出しなければなりません。
（10）本事業の進捗状況確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業終了後、会計検査院や事務局等が抜き打ちで実地検査に入ることがあります。この検

査により補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに従わなければなりません。
（11）本事業を実施することにより知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。
（12）補助金の支払については、原則として本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補助金額の確定後の精算払となります。ただし、資金繰りの観点から必要と認めら

れた場合に、事務局に対して概算払いを申請することで、支払い済みの補助対象経費分について事業の完了前に補助金の支払いを受けることができます。なお補助金は経理
上、支払を受けた事業年度における収入として計上するものであり、法人税等の課税対象となります。

（13）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合については、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。
（14）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした

場合には、補助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。
（15）今回申請された事業者の方に、採否にかかわらず本事業に関係する調査をお願いすることがあります。また補助事業者となった場合、必要に応じて、事業の成果にかかる

データの提供、事例集の作成、支援機関リストの作成と活用（例えば、ロボットシステム等導入加速に向けた連携主体リスト）等への協力をお願いいたしますので、あらか
じめご了承ください。

なお、以下の経費は補助対象となりませんので、ご了承下さい。

設置場所の整備工事や基礎工事に要する費用、事務所等にかかる家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費、電話代、インターネット利用料金等の通信費（クラウドサービス利用費に含まれる付帯経
費は除く)、商品券等の金券、文房具などの事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費、飲食・奢侈・娯楽・接待等の費用、不動産の購入費、自動車等車両（事業所や作業所内のみで
走行し、自動車登録番号がなく、公道を自走することができないものを除く。）の購入費・修理費・車検費用、税務申告・決算書作成等のために税理士・公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための
弁護士費用、収入印紙、振込等手数料（代引手数料を含む）、公租公課（消費税及び地方消費税額（以下「消費税等」という）等）、各種保険料、借入金などの支払利息及び遅延損害金、補助金事業計
画書･申請書･報告書等の事務局に提出する書類作成・送付に係る費用、汎用性があり、目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・プリンタ・文書作成ソフトウェア・タブレット端末・ス
マートフォン及びデジタル複合機など）の購入費、中古市場において広く流通していない中古機械設備など、その価格設定の適正性が明確でない中古品の購入費（３者以上の中古品流通事業者から型式
や年式が記載された相見積もりを取得している場合等を除く）、上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費
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その他、ものづくり補助金にかかる最新情報は、
「ものづくり補助金総合サイト」をご覧下さい。

【お問い合わせ先】

応募に関する不明点は、ものづくり補助金事務局サ
ポートセンターまでお問合せください。問い合わせが
集中した場合、回答に時間を要する可能性がございま
すので、ご了承ください。

＜ものづくり補助金事務局サポートセンター＞
受付時間：１０：００～１７：００（土日祝日除く）
電話番号：０５０－８８８０－４０５３
メールアドレス：公募要領に関するお問合わせ：

monohojo@pasona.co.jp

【ＦＡＱ】

Ｑ１．ビジネスモデル構築型の予算額は？何件程度採択される
か？

Ａ１．本事業は令和元年度補正予算・中小企業生産性革命事業
3,600億円の内数として実施するものです。予め採択数は設
定せず、申請状況等を見ながら、柔軟に予算を配分する予
定です。

Ｑ２．本事業は、来年度（令和３年度）も公募を実施するか？通
年公募ではないのか？

Ａ２．ものづくり補助金・一般型と異なり、本事業は、通年公
募ではなく、随時、公募をかけて実施します。その採択規
模や公募回数は、申請状況等を踏まえて決定します。

Ｑ３．中小企業30者以上の事業計画策定支援・80％以上の計画
実行が要件となっているが、結果としてこれが達成できな
かった場合はどうなるか？

Ａ３．補助事業者の責めによらない理由がある場合を除き、中
小企業30者以上に対する支援による事業計画策定が補助金
交付の要件となります。80％以上の計画実行は、補助金支
給後の達成目標として設定しています。

Ｑ４．一定範囲の地域内での面的連携に限るか？

Ａ４．参加企業は一地域に限る必要はなく、全国各地の中小企
業を束ねた取組でも対象となります。


